年度末に際しての基本認識
平成21年3月27日
民主党金融対策チーム
年度末を迎えて、景気悪化、企業の資金繰り逼迫、家計への影響は深刻な状況が続いている。
民主党金融対策チームとしては、昨秋以降の累次に亘る民主党の政策提言等に対して、関係当局が真摯に対応してきたことについては相応の評価に値すると考えている。

（注）過去の提言等は、金融危機対応（08.10.15）、座長談話（08.10.27）、行動プラン（08.12.24）、政調会長・座長談話（08.12.24）、5原則（09.1.7）、緊急資金繰り対策（09.3.6）。
もっとも、新年度以降も予断を抱けない経済情勢が続くことから、関係当局に対しては、政策対応にさらに万全を期すことを促すとともに、民主党金融対策チームとしても、引き続き、所要の立法活動や政策提言等を行っていく。

当面は、これまでの関係当局の政策対応の効果を検証するとともに、新年度入りに伴う金融機関の融資回収、企業の月末及び決算資金の調達、家計のローン返済、雇用等の動向を注視するとともに、株価等の市場の地合いについても細心の注意を払い、的確かつ迅速な対応に注力していく。

なお、今後の主な検討対象を以下のように想定している。党内の他部門、対策組織とも連携し、検討を進めていく。
１．企業の資金繰り対策（零細事業者、中小企業、大企業）
２．雇用対策及び家計の資金繰り対策（ローン返済等）
３．市場対策（株価、為替、金利等）
４．経済再生に向けた政策制度

（１）政策金融制度・政策金融機関の改革

（２）不良債権処理機関（バッドバング）の再構築

（３）産業再生制度・支援組織の構築

（４）会計制度・税制・金融規制等の見直し

５．その他









